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研究要旨 

 新型コロナウイルス感染症の影響が大きかったものの、全国 12 ブロックにおける CKD 普及・啓発活動の

実態調査、市民公開講座、CKD 対策の広報活動の推進と課題の調査を行った。CKD シールを利用した病院と

薬局の地域内での連携が強化された。全国 12 ブロックにおいて行政との連携が進められた。 

 

 

A．研究目的 

各都道府県におけるにおける CKD の啓発活動を進

めるとともに CKD 患者対策の実態調査を行い、課

題を抽出する。それらの情報を各ブロック内、お

よび研究班全体で共有し、今後の CKD 対策に活用

する。 

 

B. 研究方法 

１）各都道府県における市民公開講座の実態調査                                                    

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会（J-CKDI）

と連携し、全国 12 ブロック各都道府県およびにお

ける市民公開講座の実態調査を行う。また、各県

における活動状況をオンライン会議やメールにて

共有しつつ好事例や課題について抽出する。啓発

資材を活用して CKD 患者の認知度を上げる。地域

における腎臓病療養指導士数を増加させ、その活

動を活性化する。 

 

２）啓発イベントの支援 

垂れ幕、ロールアップバナー、パンフレット、ポ

スター、啓発アニメーションなどの啓発用資材を

作成し、配布する。 

（倫理面への配慮）本事業では個人情報は扱わな

い。 

 

C. 研究結果 

１）各都道府県ブロックにおける市民公開講座 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市民

公開講座数は全国で昨年同様約 20 件に留まった。

ソーシャルディスタンスを保ち、収容人数を制限

した集合形式や、Webを活用した市民公開講座が開

催された。 

各県において世界腎臓デーに合わせてCKD啓発の

ための垂れ幕やロールアップバナーを掲示した。

新潟市では十分な感染対策を施した上で市民公開

セミナーを開催し、医師、薬剤師、管理栄養士か

ら分かりやすいレクチャーを行った。また岡山市

では、コロナ時代における腎臓を守る生活習慣と

注意点について、会場とオンラインのハイブリッ

ド形式で市民公開講座が開催された。 

 

２）啓発イベントの支援 

市民公開講座の他、啓発パネル展・街頭キャンペ

ーンも各地で企画・実施され、着ぐるみ、ジャン

パー、幟、ビブス、シールおよび啓発リーフレッ

トを送付し支援した。さらに、研究班のホームペ

ージに自由にダウンロードできる「CKD 啓発資材ダ

ウンロード資料集」を掲載した。 

（https://pmne-kd.jp/message.html） 
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また、日本腎臓病協会とも連携し、CKD 啓発動

画を製作しシネマ・アドバタイジングを活用した

啓発活動を行った。群馬県や石川県ではショッピ

ングモールでCKD啓発の動画投影、ポスター掲示、

啓発リーフレットの配布を行った。 

 

D. 考察 

令和 3年度も新型コロナウイルス感染拡大の影響

で、市民公開講座・啓発イベントは全国的に開催

困難であったが、一部地域では、コロナ禍におけ

る市民公開講座の開催方法として、収容人数を制

限しソーシャルディスタンスを保ちながらの集合

形式、Webを活用した現地＋オンラインのハイブリ

ッド形式などが開催されており、今後全国各地へ

の横展開が期待される。 

  啓発イベントに対しては、イベント用品の貸し

出し、啓発リーフレットの送付も行い支援を行っ

た。今後も新型コロナウイルスの感染拡大状況に

より、全国各地における市民公開講座、啓発イベ

ントともに自粛されることが想定されるが、腎臓

病療養指導士や患者会とも連携し、様々な方法に

よる普及啓発活動を検討する必要がある。 

  本事業によりコロナ禍における各県のCKD患者

対策の現状を共有することができた。CKD 対策には

行政も含めた多職種の連携が重要であり、今後も

このような取り組みは重要である。CKD 患者シール

については医療資源の多寡など地域差を考慮した

運用方法を検討する必要があると考えるが、薬剤

師との連携を深める上で役立つと思われた。 

 

E. 結論 

全国各地における普及啓発活動の実態が明らかと

なり、今後の普及啓発の推進、地域における診療

連携体制構築に向けての基礎的知見を得ることが

できた。今後費用対効果、地域の実情に適した方

法論を考案する必要がある。全国 12 ブロックにお

ける CKD 普及・啓発活動の実態調査、市民公開講

座、CKD 対策の広報活動の推進と課題の調査を行っ

た。本年度明らかになった課題について、コロナ

禍においても有効な普及・啓発活動を検討する必

要がある。 
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